







Consideration of policies regarding the concentration  





The population dynamics of Japan’s decreasing birthrate is a key element in the maintenance of 
the public school education. The results of the School Basic Survey conducted by the Ministry of 
Education, Culture, Sports, Science and Technology show that some communities are currently 
losing their public elementary schools. 
Meanwhile, public schools in certain other areas are getting larger, as a result of population 
concentration. This bipolarization, with large and small schools mixed together in the same city, is 
now recognized as a topic for concern. 
In present-day Japan, where falling birthrates and population concentration are continuing phe-
nomena, many cities have problems either of falling numbers of students in schools as a whole, or 
of huge imbalances between students in different schools. These problems are likely to get worse. 
This paper looks at the public school situation in a city which experienced large-scale mergers 
in recent years, where the above-mentioned problems can easily be seen. It investigates both poli-
cies regarding the high concentration of students in particular schools, and regarding the distribu-
tion of students in order to have a more balanced spread.  
The analysis shows that the public elementary school situations can be classified into three 
types: “one-pole”, “condensed”, and “multi-pole and spread” types. The analysis confirms that 
“the tendency for policies regarding concentration of students to be implemented is regardless of 
the public elementary school situations” and that “policies regarding distribution of students are 
tend to be implemented in “one-pole type” cities, next in “condensed type” cities, and compara-
tively not tend to be in “multi-electrode type and spread type” cities.” 
 








に、平成 12（2000）年度に 23,328 校あった
全国の公立小学校は、平成 22（2010）年度
には 21,443 校と、10 年間に 8.1％（1,885
校）も減少している。また、総数に含まれ
ている「児童数 0 人（休校中など）」の小学




国立社会保障・人口問題研究所が平成 24 年 1 月に公表した「日本の将来推計人口」によると、平









月 5 日）と問題を提起するメディアも現れている。 
 しかしながらその一方で、公立学校の大規模化が同時に進行していることはあまり論じられてい
ない。図表 2 に示すように、「児童数 1 人～
299 人」（1 学年 50 人未満）の小学校が平成
12 年度の 12,459 校から平成 22 年度の
11,170 校へ、「児童数 300 人～899 人」（1
学年 50 人以上 150 人未満）の小学校が
10,295 校から 9,501 校へと、10 年間でそれ
ぞれ 9 割程度に数を減らしているのに対し、
「児童数 900 人以上」の大規模校が 391 校
から 518 校へと、32.5％（127 校）の増加と
なっていることが指摘されるのである。 
 平成 12 年度と平成 22 年度の公立小学校
総数に占める児童数別学校数の割合を詳細
図表 1 全国の公立小学校数の推移 
（出典：「学校基本調査」平成 12 年度～22 年度）
図表 2 児童数別公立小学校数の推移 










































に比較すると、図表 3 に示すように、「1 人
～149 人」「150 人～299 人」「300 人～599
人」の学校の割合は減少しているのに対し、
「0 人」「600 人～899 人」「900 人以上」の
学校の割合は増加していることが確認され
る。 









 もう 1 つの要因として、日本における人口そのものの集積が進んでいることが挙げられる。国勢
調査によると、日本の総人口は平成 7（1995）年から平成 22 年までの 15 年間で 1 億 2,557.0 万人か
ら 1 億 2,805.7 万人へと 2.0％（248.7 万人）増加しており、そのうち人口集中地区 1) （DID：Densely 
Inhabited District）の人口は 8,125.5 万人から 8,612.1 万人へと 6.0％（486.7 万人）増加している。DID
人口の増加が日本の総人口増加を実数でも割合でも上回っており、日本の人口の集積が進んでいる
ことが指摘される。都道府県別に見ると、平成 7 年から平成 22 年までの 15 年間で、人口総数に占
める DID 人口の割合が減少しているのは、2.9 ポイント減少した和歌山県をはじめとする群馬県、

















































 具体的には、公立の小学校に対象を絞り、次の 3 点の分析を行う。 



























 先に述べたように、平成 22 年の国勢調査では、日本の総人口は 1 億 2,805.7 万人であり、DID 人
口はその 67.3％（8,612.1 万人）である。また、日本の総面積 37.8 万平方キロメートルに占める DID
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面積は 3.4％（1.3 万平方キロメートル）である。すなわち「総面積の 3.4％に総人口の 67.3％が居住」
しているというのが日本の人口集積の実態である。 










的クラスタリング 2) を行って都道府県を 2
つの群に分類すると、図表 4・図表 5 に示
すように、「DID に総人口の 55％以上の人
口が集中している」すなわち人口集積型の
I 群（15 都道府県）と、「DID 面積が総面積
の 5％未満であり、かつ DID 人口が総人口
の 55％未満である」すなわち人口分散型の
II群（32県）に分けられる 3) こととなった。 
次節以降では、抽出調査とその分析を行
うにあたり、日本の人口集積状況を鑑みて
各群より 2 道県ずつ任意に抽出した計 4 道
県、すなわち北海道（I 群、DID 人口割合
74.0％、DID 面積割合 1.0％）、青森県（II
群、DID 人口割合 46.0％、DID 面積割合
1.7％）、長野県（II群、DID人口割合 34.8％、
DID 面積割合 1.3％）、奈良県（I 群、DID










図表 4 都道府県の人口集積の実態（平成 22 年） 
図表 5 「Ｉ（人口集積）群」と「Ⅱ（人口分散）群」
北海道 奈良県 青森県 福井県 徳島県
宮城県 広島県 岩手県 山梨県 香川県
埼玉県 福岡県 秋田県 長野県 愛媛県
千葉県 沖縄県 山形県 岐阜県 高知県
東京都 福島県 三重県 佐賀県
神奈川県 茨城県 滋賀県 長崎県
静岡県 栃木県 和歌山県 熊本県
愛知県 群馬県 鳥取県 大分県
京都府 新潟県 島根県 宮崎県









































の合併市町村 9) の散布図は図表 7 となる。
さらに階層的クラスタリング 10) を行って
市町村を 3 つの群に分類すると、図表 7 及
図表 6 各市町村の公立小学校の設置状況の類型化 
 
図表 7 各合併市町村の小学校の設置状況 





























釧路市 伊那市 函館市 安平町 大町市 八雲町
北見市 中野市 岩見沢市 むかわ町 千曲市 日高町
伊達市 塩尻市 士別市 新ひだか町 佐久穂町 幕別町
石狩市 佐久市 名寄市 弘前市 長和町 むつ市
北斗市 安曇野市 森町 五所川原市 阿智村 つがる市
青森市 奈良市 せたな町 平川市 木曽町 外ヶ浜町
十和田市 葛城市 枝幸町 藤崎町 筑北村 深浦町
長野市 遠軽町 七戸町 飯綱町 中泊町
松本市 湧別町 東北町 五條市 おいらせ町





び図表 8 に示すように、「公立小学校の総通学区域面積に比して標準偏差楕円の面積が 14％未満で
あり、かつ公立小学校の児童数の標準偏差が 185 以上である」A 群（18 市）、「公立小学校の総通学
区域面積に比して標準偏差楕円の面積が 14％未満であり、かつ公立小学校の児童数の標準偏差が
185 未満である」B 群（32 市町村）、そして「公立小学校の総通学区域面積に比して標準偏差楕円の
面積が 14％以上である」C 群（9 市町）に分けられる 11) こととなった。 
 図表 6 の類型と図表 7 の散布図を照らし合わせ、「A 群 = 一極型」「B 群 = 凝集型」「C 群 = 多










 その施策の実態を明らかにするために、分析対象である 4 道県の「平成の大合併」経験市町村に
対して、通学区域に関わる次の 3 つの施策について、質問紙調査を行った 13) 。回収期間を 2012 年
9 月 13 日～10 月 12 日の 1 ヶ月間と定めており、本稿の分析対象である 59 自治体のうち、回収期間
内の有効回答数は 35 であった。 




 第 2 に、学校の統廃合の実施状況である。特定の学校において児童数の減少が進行した場合、集
団教育の維持などを目的として、他の学校との統廃合が議論の俎上に載せられることになる。すな
わち、児童の集積につながる施策であると指摘される。 
 第 3 に、統廃合のケースを除き、通学区域の境界線そのものを引き直す施策の実施状況である。
例を挙げると、大規模校の通学区域を狭く再設定することにより周辺の小学校に児童を移動させる
などのケースが考えられ、児童の分散につながる施策であると推察される。 




 図表 9 は、平成 24 年度における公立小学校の学校選択制度の導入状況について尋ねた質問紙調査
の結果を示すグラフである。回答した市町村全体の 34％（12 自治体）が「公立小学校において学校
選択制度を導入している」と回答している。各群を比較すると、フィッシャーの正確検定による p


























 回答市町村全体では、学校選択制度を導入している 12 自治体の 17％（2 自治体）が（c）の隣接
区域選択制を、75％（9 自治体）が（d）の特認校制を、8％（1 自治体）が（e）の特定地域選択制
を採用している。 
 特認校制を採用する 9 自治体の公立小学校において、特認校に指定されているのは 15 校であり、
A 群の自治体が設置する 4 校及び B 群の自治体が設置する 5 校の計 9 校が「総児童数 30 人未満（1
学年平均 5 人未満）」、A 群の自治体が設置する 5 校及び B 群の自治体が設置する 1 校の計 6 校も「総
児童数 30 人以上 90 人未満（1 学年平均 5 人以上 15 人未満）」の小規模校である。児童数のばらつ




 また、特認校指定を行っている 9 自治体のうち 6 自治体が合併前に市であった地区の小規模校に
対してのみ指定を行っている。これら 6 自治体の旧町村地区には「総児童数 90 人未満（1 学年 15
人未満）」の小学校が存在しており、特に 2 自治体については「総児童数 30 人未満（1 学年平均 5
人未満）」の小学校の存在が確認されているが、特認校には指定されていない。すなわち、「児童分
散」施策が旧市地区のみで完結している傾向が指摘される。 
図表 9 公立小学校選択制度の導入状況 





















(a) (b) (c) (d) (e)
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 図表 11 は、平成 13 年度以降の公立の小学校・中学校の統廃合の実施状況について尋ねた質問紙
調査の結果を示すグラフである。回答市町村全体の 63％（22 自治体）が「公立の小学校・中学校の
統廃合を実施した」14) と回答している。各群を比較すると、フィッシャーの正確検定による p 値は
0.4686 であり、必ずしも統計的に有意の差とは言えないが、A 群では 77％（10 自治体）、B 群では

















村のうち、A 群の 90％（9 自治体）、B 群の







ぞれ A 群の学校統廃合実施自治体の 30％（3 自治体）がこの項目を挙げている。図表 7 の散布図か






図表 11 学校統廃合の実施状況 




























































検定による p 値は 0.09748 であり、必ずしも有意の差とは言えない。 
 A 群の 1 自治体については、児童数 700 人程度の大規模校から児童数 300 人程度の中規模校に通
学区域を移譲するかたちで変更が 1 件行われている。児童数の平準化を目的としたもの、すなわち
「児童分散」施策に位置付けられると指摘される。また、変更は合併前の旧市地区内で行われてお
り、そこに市町村合併の影響を見出すことはできない。C 群の 1 自治体は、児童数の標準偏差が 185
以上であり、図表 6 及び図表 7 から、C 群の中でも「多極型」に位置付けられる自治体である。こ
の自治体では 2 件の通学区域変更が行われているが、その変更が「いずれも合併前の旧市町村の境
を越えるかたちで行われている点」及び「いずれも児童数が少ない学校から多い学校へ通学区域を
移譲しており、特に 1 件は児童数 150 人程度の学校から 700 人程度の学校への移譲であること、す
図表 13 学校や地域への施策（複数回答可） 
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界線が、当該自治体の学校教育にどのような影響を与えているのかを、平成 24 年 10 月に行ったヒ
アリング調査 15) の記録を用いて明らかにすることを試みる。調査対象は、質問紙調査に回答した自
治体のうち、下記に示す X 市と Y 町の各教育委員会である。 
 X 市は面積約 300 平方キロメートル、人口約 70,000 人（2010 年）の自治体である。市町村合併は
1 市 1 村の編入によるものであった。人口総数に占める 15 歳未満人口の割合は 14％である。公立小
学校の配置のばらつきを示す標準偏差楕円面積割合は 8.6％、児童数のばらつきを示す標準偏差は
190.2 であり、図表 7 の散布図では A 群に含まれ、B 群との境界近くに位置付けられる。 
 Y 町は面積約 500 平方キロメートル、人口約 15,000 人（2010 年）の自治体である。市町村合併は
1 町 3 村の新設によるものであった。人口総数に占める 15 歳未満人口の割合は 11％である。公立小
学校の配置のばらつきを示す標準偏差楕円面積割合は 9.3％、児童数のばらつきを示す標準偏差は
76.8 であり、図表 7 の散布図では B 群の中心部近くに位置付けられる。 
 




























5.2. Y 町の施策について 
 Y 町においては、旧村地区ではいずれも 1 小学校 1 中学校ずつ設置されており、旧町村の境界線
がそのまま通学区域としての意味を有していた。また、旧町地区においても、2 校あった小学校が























区域の変更については、実施した自治体がきわめて少なく、A 群の 1 自治体が「分散」施策として、
C 群の 1 自治体が「集積」施策として実施していたのみである。 





















 対する Y 町は児童数のばらつきが小さく、学校配置も比較的まとまっている凝集型であるが、市
















1) 人口集中地域（DID）とは、国勢調査の基本単位区等を基礎単位として、原則として「人口密度が 1 平方キロメートル
あたり 4,000 人以上の基本単位区等が市区町村の境域内で互いに隣接し」「それらの隣接した地域の人口が国勢調査時に
5,000 人以上を有する」地域を指すものである。 






2) 階層的クラスタリングは、変数 x,y を標準化し、ウォード法・ユークリッド距離によって処理を行った。 
3) なお、3 つの群に分ける場合は、I 群が「Ia 群：DID 面積の割合が 35％を越える東京都・神奈川県・大阪府」と「Ib 群：
Ia 群以外の 12 道府県」に分かれることとなる。各グループの都道府県数を比較した場合、Ia 群と II 群の差が 10 倍を超
えるため、調査・分析の標本抽出のためのモデルとしては不適切と考え、本稿では分類を 2 つの群にとどめている。 
4) 黒四角が各学校を示し、その大きさが児童数の規模を表すものとして作図している。 
5) 標準偏差楕円の作図にあたり、GIS ソフト「MANDARA」の機能を使用している。 
6) 以下、本稿における各小学校の通学区域のデータは国土数値情報の「平成 22 年 小学校区データ」を利用している。な
お、組合立小学校については、存する市町村の学校として取り扱っている。 
7) 以下、本稿における各小学校の児童数のデータは「全国学校総覧 2011 年版（2010 年 5 月時点）」の数値を用いている。 
8) 数値のばらつきを比較の目的で捉える場合には、標準偏差を用いる考え方と、標準偏差を平均値で除した値である変動
係数を用いる考え方がある。X 軸の「公立小学校の配置のばらつき」で採用している標準偏差楕円の重み付けについて
は、実数ではなく比率によるものであること、すなわち「A・B・C の 3 つの学校がある場合に、児童数が順に『300 人・
150 人・200 人』と『30 人・15 人・20 人』のどちらのケースでも、作図される標準偏差楕円が同じになる」ことが指摘
される。本稿で対象としている 59 合併市町村の 1 校あたり平均児童数は、最少（北海道せたな町）の 41.8 人から最多
（長野県安曇野市）の 576.9 人まで 13.8 倍の差があり、類型化にあたり、この格差を無視することは望ましくないと考
えられる。そこで、児童数の実数上のばらつきを類型に反映させるために、Y 軸の「公立小学校の児童数のばらつき」
では標準偏差を用いることとする。 
9) 分析対象としている 4 道県に存する「平成の大合併」を経験した市町村の数は 61 である。そのうち青森県八戸市と長
野県東御市については国土数値情報の小学校区データに通学区域のデータが含まれていなかったため、本稿の分析から
は除外している。 
10) 階層的クラスタリングは、変数 x,y を標準化し、ウォード法・ユークリッド距離によって処理を行った。 
11) なお、4 つの群に分ける場合は、B 群が「Ba 群：児童数のばらつきも学校配置のばらつきも大きい 14 市町」と「Bb
群：Ba 群以外の 18 市町村」に分かれることとなる。 















のための総合的研究」の一環として、2012 年 10 月 10 日に X






注釈 5) 8) 12) 関連： 
標準偏差楕円の作図例――青森県おいらせ町 
   ※ 公立小学校を丸印で表示 
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